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●国際航空貨物輸送事業者及び国際航空貨物フォワーダーに対する国際貨物輸送料金を支払う

場合の所得税源泉徴収の件についての国税局命令ポー・１２６／２５４６ 

 

 第一項 

 本命令において、別様の意味が示されている場合を除き、 

 （一）「国際貨物輸送料金（カーコンソン・シンカー・ラワーンプラテート）」とは、タイ国外への輸送を引

き受けたことによる、あるいはタイ国内への輸送を引き受けたことによる航空送り状（エアウェイビル）

に示されたところに基づく運賃（Freight）、手数料、及び国際貨物運輸に係るその他の益を意味する。

ここにタイ国内または国外で請求されたかどうかを問わない。 

 （二）「サービス利用者（プー・チャイ・ボリカーン）」とは、本命令において Shipperと呼ぶタイ国外へ輸

送する者、もしくは本命令において Consignee と呼ぶタイ国内での貨物受取人、あるいは本命令で

Forwarder と呼ぶ国際航空貨物輸送引受サービス事業者を意味する。 

 （三）「タイの航空会社（ボリサット・サーイガンビン・タイ）」とは、国際航空貨物輸送サービス事業を営

むタイの法律によって設立された会社、法人パートナーシップを意味する。 

 （四）「外国の航空会社（ボリサット・サーイガンビン・ターンプラテート）」とは、国際航空貨物輸送サー

ビス事業を営む外国の法律によって設立された会社、法人パートナーシップを意味する。 

  

 第二項 

 サービス利用者である会社または法人パートナーシップ、もしくはその他法人が、国際航空貨物輸送

事業者に対し、タイ国外への輸送引受による国際貨物輸送料金として国税法典第四〇条（八）に基づ

き算定された所得支払いをする場合、支払人であるサービス使用者は以下のように源泉徴収義務を

有する。 

 （一）タイの航空会社に対するタイ国外への輸送による国際貨物運賃輸送料金の支払いで、タイの航

空会社がサービス利用者に航空送り状（エアウェイビル）および領収書を発行する場合、サービス利用

者は航空送り状（エアウェイビル）に示された国際貨物輸送料金の一・〇％の比率でタイの航空会社

から源泉徴収する義務を有し、かつサービス利用者はタイの航空会社に源泉徴収証明書を発行する

義務を有する。 

 （二）外国の航空会社に対するタイ国外への輸送による国際貨物運賃輸送料金の支払いで、外国の

航空会社がサービス利用者に航空送り状（エアウェイビル）および領収書を発行する場合、 

 （ａ）タイ国と二重課税防止条約を締結していない国に所在する外国の航空会社への支払いの場合、

サービス利用者は航空送り状（エアウェイビル）に示された国際貨物輸送料金の一・〇％の比率で外

国の航空会社から源泉徴収する義務を有し、かつサービス利用者は外国の航空会社に源泉徴収証

明書を発行する義務を有する。 

 （ｂ）タイ国と二重課税防止条約を締結している国に所在する外国の航空会社への支払いの場合で、

当該条約が相手国でのみ課税できるとした規定がある場合、サービス利用者に源泉徴収義務はな

い。 
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 （ｃ）タイ国と二重課税防止条約を締結している国に所在する外国の航空会社への支払いの場合で、

当該条約が受取全所得の一・五％課税を規定している場合、サービス利用者は航空送り状（エアウェ

イビル）に示された国際貨物輸送料金の一・〇％の比率で外国の航空会社から源泉徴収する義務を

有し、かつサービス利用者は外国の航空会社に源泉徴収証明書を発行する義務を有する。 
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